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令和６年４月１日改定 

「指定通所介護」重要事項説明書 

 

榛原の里デイサービスセンター 

 

 

 

 

当事業所はご利用者に対して指定通所介護サービスを提供します。事業所の概要や提供

されるサービスの内容について次の通り説明します。 

 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」と認定された方が

対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能で

す。 
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１．事業者 

（１）法人名         社会福祉法人 大津市社会福祉事業団 

（２）法人所在地     大津市浜大津四丁目 1番 1号 

（３）電話番号       077－527－9552 

（４）代表者        理事長 西村 和利 

（５）設立年月        平成 5年 2月 1日 

 

 

 

 

 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（大津市指定 第 2570100061 号） 
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２．事業所の概要 

（１）事業所の種類    指定通所介護事業所 

平成 23年 4月 1日指定 大津市 2570100061号 

（２）事業所の目的    要介護状態にある高齢者の心身機能の維持・向上並びにその家族の身体

的・精神的負担の軽減を図るため、適正な指定通所介護を提供すること

を目的とする。 

（３）事業所の名称   榛原の里デイサービスセンター 

（４）事業所の所在地  大津市真野普門三丁目 1120 

（５）電話番号       077－573－9902 

（６）管理者         氏名    柴原 哲生 

（７）当事業所の運営方針  利用者の心身の特性を踏まえ、その有する能力に応じ自立した生活

を営むことができるよう、日常生活上の世話、機能訓練を行う。 

（８）開設年月      平成 6年 4月 1日 

（９）利用定員      29人 通常規模型通所介護  

（10）提供するサービスの第三者評価の実施状況   未実施 

（11）当事業所では、次の事業もあわせて実施しています。 

 [介護予防通所介護相当サービス]   平成 29年 4月 1日指定 大津市 2570100061号 

   [介護老人福祉施設]            平成 23年 4月 1日指定 大津市 2570100061号 

[短期入所生活介護事業]         平成 23年 4月 1日指定 大津市 2570100061号 

[介護予防短期入所生活介護事業]   平成 23年 4月 1日指定 大津市 2570100061号 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

（１）通常の事業の実施地域   

大津市（雄琴学区、堅田地域包括エリア、真野地域包括エリア、和邇地域包括エリア） 

（２）営業日及び営業時間 

営業日 月～金曜日 

（ただし、5月 4日及び 5月 5日、12月 29日～翌年 1月 3日は休

業とします。） 

受付時間 8時 25分～17時 10分 

サービス提供時間 9時 45分～16時 55分 
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４．職員の配置状況 

 当事業所では、ご利用者に対して指定通所介護サービスを提供する職員として、以下の職種の

職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

（令和 6年 4月１日現在） 

職種 員数 指定基準 

１．管理者 1名 1名 

２．介護職員 4名以上 4名 

３．生活相談員 1名 1名 

４．看護職員 1名以上 1名 

５. 機能訓練指導員 １名 1名 

<各職種の職務内容> 

１．管理者 

  通所介護従事者の管理及び業務を一元的に行なう。 

従業者に、法令等の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行う。 

２．介護職員 

  通所介護計画に基づき主としてご利用者の介護を行なう。 

３．生活相談員 

  ご利用者またはそのご家族の生活の相談に応じるとともに、それぞれのご利用者に応じて通所

介護計画を作成し、ご利用者またはそのご家族に対し、その内容について説明を行なうものと

する。なお、通所介護計画の作成にあたって、既に居宅サービス計画が作成されている場合

は、その内容に沿って作成する。 通所介護計画に基づいたサービスの実施のために必要な

連絡調整を行う。 

４．看護職員 

  通所介護計画に基づき主としてご利用者の健康の管理を行う。 

５．機能訓練指導員 

  通所介護計画に基づき主としてご利用者の日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止し、

維持・向上するための訓練を行う。 

※. その他の補助職員 

  ご利用者の状況に応じて配置し、指定通所介護事業の職員の業務を補助する。 
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<主な職種の勤務体制>                

職種 勤 務 体 制 

１． 介護職員 勤務時間 8：05～16：50 

     8：25～17：10 

     9：15～18：00 

☆原則として 4名の介護職員が勤務します。 

２． 看護職員 勤務時間 8：25～17：10 

☆原則として 1名の看護職員が勤務します。 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

 当事業所では、ご利用者に対して以下のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、 

（１）利用料金が介護保険から給付される場合 

（２）利用料金の全額をご利用者に負担いただく場合 

があります。 

（１）介護保険の給付の対象となるサービス 

  以下のサービスについては、利用料金の大部分（通常９割、８割または７割）が介護保険から給

付されます。  

<サービスの概要>  

介護支援事業者等が作成したプランに沿い、通所介護計画を作成しその計画に基づき以下のサ

ービスを提供します。 

①入浴サービス 

  ・入浴又は清拭を行います。座位が可能ならリフト浴を使用して入浴することができます。 

②食事サービス（ただし、食事の提供にかかる費用は別途お支払いいただきます。） 

  ・食事の準備、介助を行います。 

  ・当事業所では、栄養士（管理栄養士）の立てる献立表により、栄養並びにご利用者の身体の

状況および嗜好を考慮した食事を提供します。 

（食事時間）１２：００～１３：００頃 

③生活相談 

④レクリエーション 

⑤機能訓練 

⑥健康チェック   ・バイタルチェック（体温、血圧、脈拍）を行います。 

⑦送迎サービス 

  ・ご自宅と事業所間の送迎サービスを行います。但し、通常の事業実施地域外からの 

ご利用の場合は、交通費実費をご負担いただきます。 
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<サービス利用料金（１回あたり）> 

 下記の料金表によって、ご利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付費

額を除いた金額（自己負担額）をお支払い下さい。（上記サービスの利用料金は、ご利用者の要介

護度に応じて異なります。） 

 ただし、月額で利用料を計算するため、若干の差額が生じます。 

１．自己負担額（１割）の場合 

①基本利用料（通常規模型通所介護）※所要時間 7時間以上 8時間未満適用 

要介護度 
（単位数） 

要介護１  
（658単位） 

要介護２ 
（777単位） 

要介護３ 
（900単位） 

要介護４  
（1023単位） 

要介護５ 
（1148単位） 

１．サービス利用料

金 6,876円 8,119円 9,405円 10,690円 11,996円 

２．うち、介護保険

から給付され

る金額 
6,188円 7,307円 8,464円 9,621円 10,796円 

３．サービス利用に

係る自己負担

額（１－２） 
688円 812円 941円 1,069円 1,200円 

②サービス提供体制強化加算Ⅲ（6単位） 

１．サービス提供体制 強化加算額 62円 

２．うち、介護保険から給付される金額  55円 

３．サービス利用に係る自己負担額（１－２）  7円 

※サービス提供体制強化加算 

Ⅰ：職員のうち介護福祉士が７０％以上もしくは勤続１０年以上介護福祉士２５％以上 

Ⅱ：職員のうち介護福祉士が５０％以上 

Ⅲ：職員のうち介護福祉士が４０％以上もしくは勤続年数７年以上の者が３０％以上 

③入浴介助加算Ⅰ 40単位（入浴を利用された方にのみ加算されます。） 

１．入浴費（介助浴、機械浴共通） 418円 

２．うち、介護保険から給付される金額  376円 

３．サービス利用に係る自己負担額（１－２）  42円 

④科学的介護推進体制加算Ⅰ 月 40単位 

（科学的介護情報システムを使い質の高い介護を提供できるようにする加算） 

１．科学的介護推進体制加算Ⅰ 418円 

２．うち、介護保険から給付される金額  376円 

３．サービス利用に係る自己負担額（１－２）  42円 

⑤送迎減算（▲47単位）（事業所が送迎を行わない場合、片道につき 50円減算されます。） 



 6 

２．自己負担額（２割）の場合 

①基本利用料（通常規模型通所介護）※所要時間 7時間以上 8時間未満適用 

要介護度 
（単位数） 

要介護１  
（658単位） 

要介護２ 
（777単位） 

要介護３ 
（900単位） 

要介護４  
（1023単位） 

要介護５ 
（1148単位） 

１．サービス利用料

金 6,876円 8,119円 9,405円 10,690円 11,996円 

２．うち、介護保険

から給付され

る金額 
5,500円 6,495円 7,524円 8,552円 9,596円 

３．サービス利用に

係る自己負担

額（１－２） 
1,376円 1,624円 1,881円 2,138円 2,400円 

②サービス提供体制強化加算Ⅲ 6単位 

１．サービス提供体制 強化加算額 62円 

２．うち、介護保険から給付される金額  49円 

３．サービス利用に係る自己負担額（１－２）  13円 

③入浴介助加算Ⅰ 40単位（入浴を利用された方にのみ加算されます。） 

１．入浴費（介助浴、機械浴共通） 418円 

２．うち、介護保険から給付される金額  334円 

３．サービス利用に係る自己負担額（１－２）  84円 

④科学的介護推進体制加算Ⅰ 月 40単位 

（科学的介護情報システムを使い質の高い介護を提供できるようにする加算） 

１．科学的介護推進体制加算Ⅰ 418円 

２．うち、介護保険から給付される金額  334円 

３．サービス利用に係る自己負担額（１－２）  84円 

⑤送迎減算（▲47単位）（事業所が送迎を行わない場合、片道につき 50円減算されます。） 
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３．自己負担額（３割）の場合 

①基本利用料（通常規模型通所介護）※所要時間 7時間以上 8時間未満適用 

要介護度 
（単位数） 

要介護１  
（658単位） 

要介護２ 
（777単位） 

要介護３ 
（900単位） 

要介護４  
（1023単位） 

要介護５ 
（1148単位） 

１．サービス利用料

金 6,876円 8,119円 9,405円 10,690円 11,996円 

２．うち、介護保険

から給付され

る金額 
4,813円 5,683円 6,583円 7,483円 8,397円 

３．サービス利用に

係る自己負担

額（１－２） 
2,063円 2,436円 2,822円 3,207円 3,599円 

②サービス提供体制強化加算Ⅲ 6単位 

１．サービス提供体制 強化加算額 62円 

２．うち、介護保険から給付される金額  43円 

３．サービス利用に係る自己負担額（１－２）  19円 

③入浴介助加算Ⅰ 40単位（入浴を利用された方にのみ加算されます。） 

１．入浴費（介助浴、機械浴共通） 418円 

２．うち、介護保険から給付される金額  292円 

３．サービス利用に係る自己負担額（１－２）  126円 

④科学的介護推進体制加算Ⅰ 月 40単位 

（科学的介護情報システムを使い質の高い介護を提供できるようにする加算） 

１．科学的介護推進体制加算Ⅰ 418円 

２．うち、介護保険から給付される金額  292円 

３．サービス利用に係る自己負担額（１－２）  126円 

⑤送迎減算（▲47単位）（事業所が送迎を行わない場合、片道につき 50円減算されます。） 

 

○その他料金 

 ①介護職員処遇改善加算（Ⅰ）  介護報酬額の５．９％に相当する額 

  全国的に他業種と比較して低い介護職員の賃金の一部を改善するため平成２４年度から設け

られた加算です。 

おおよその金額 

  要介護１の場合で自己負担額１割の場合 約 ４１円 

要介護１の場合で自己負担額２割の場合 約 ８２円 

要介護１の場合で自己負担額３割の場合 約１２３円 
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 ②介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）  介護報酬額の１．０％に相当する額 

  全国的に他業種と比較して低い介護職員等の賃金の一部を改善するため令和元年度から設

けられた加算です。 

おおよその金額 

  要介護１の場合で自己負担額１割の場合 約  ７円 

要介護１の場合で自己負担額２割の場合 約 １３円 

要介護１の場合で自己負担額３割の場合 約 １９円 

③介護職員等ベースアップ等支援加算 介護報酬額の１．１％に相当する額 

  介護職員処遇改善支援補助金による賃上げ効果を継続する観点から令和４年１０月 

  より創設された加算です。 

おおよその金額 

【１】①において、要介護１で自己負担額１割の場合 約 ８円 

【２】①において、要介護１で自己負担額２割の場合 約１５円 

【３】①において、要介護１で自己負担額３割の場合 約２３円 

がご利用者負担に上乗せされます。 

 ④送迎減算 

通所介護において、ご利用者が自ら介護事業所に通う場合や介護事業所が送迎を行なわない

場合に介護報酬のうち送迎分が減算されます。但し、事業所の職員が徒歩で利用者の送迎を

実施した場合には、車両の送迎ではありませんが減算の対象とはなりません。 

〔送迎減算の例〕※１日あたり（１割の場合） 

送迎を往復行わない場合 ▲９９円 

送迎を片道行わない場合 ▲５０円 

※ご利用者の負担割合は、「介護保険負担割合証」に記載された割合となります。 

 以下の方は自己負担額２割となります。 

 ６５歳以上の方で、合計所得金額（収入から公的年金等控除や給与所得控除、必要経 費を

控除した後で、基礎控除や人的控除等の控除をする前の所得金額）が１６０万円以上（単身で

年金収入のみの場合、年収２８０万円以上）の方。また同一世帯に６５歳以上の方が（本人含

む。）が２人以上いる場合は所得金額が３４６万円以上の方。 

 以下の方は自己負担額３割となります。 

 ６５歳以上の方で、合計所得金額（収入から公的年金等控除や給与所得控除、必要経費を控

除した後で、基礎控除や人的控除等の控除をする前の所得金額）が２２０万円以上（単身で年

金収入のみの場合、年収３４４万円以上）の方。また同一世帯に６５歳以上の方が（本人含む。）

が２人以上いる場合は所得金額が４６３万円以上の方。 

 上記以外の方は、自己負担額１割負担となります。 

 

 

 



 9 

 ☆ご利用者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいったんお

支払いいただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い

戻されます（償還払い）。また、居宅サービス計画が作成されていない場合も償還払いとなりま

す。償還払いとなる場合、ご利用者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載し

た「サービス提供証明書」を交付します。 

☆ご利用者に提供する食事に係る費用は別途いただきます。（下記（２）①参照） 

☆介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご利用者の負担額を

変更します。 

 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス 

 以下のサービスは、利用料金の全額がご利用者の負担となります。 

<サービスの概要と利用料金>  

① 食 事 

 ご利用者に提供する食事の材料にかかる費用です。 

料金：1回あたり 650円 

② 通常の事業実施地域外からの利用による交通費：実費 

  通常の事業の実施地域を越えた地点から片道 10km未満  500円 

  通常の事業の実施地域を越えた地点から片道 10km以上 1,000円 

  以降、5kmを増すごとに                          500円加算 

③複写物の交付 

ご利用者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必要とする

場合には実費をご負担いただきます。 

1枚につき   10円 

 

④日常生活上必要となる諸費用実費 

日常生活品の購入代金等ご利用者の日常生活に要する費用でご利用者に負担いただくこと

が適当であるものにかかる費用を負担いただきます。 

おむつ代：実費 

① 介護保険給付の支給限度額を超える通所介護サービスの利用 

介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用される場合は、サービス利用料金の全

額がご利用者の負担となります。 

☆経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがあり

ます。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う 2 か月前までにご説

明します。 



 10 

（３）利用料金のお支払い方法 

前記（１）、（２）の料金・費用は、１か月ごとに計算し、ご請求しますので、請求書記載のお支払

期日までに以下のいずれかの方法でお支払い下さい。 

ア．金融機関口座からの自動引落し 

 ご利用できる金融機関：滋賀銀行、関西みらい銀行、レーク滋賀農業協同組合、 

ゆうちょ銀行 

イ．現金支払い 

 当事業所窓口にて直接お支払いください。 

ウ．下記指定口座への振込み 

 ただし、振込み手数料はご利用者にてご負担願います。 

（振込先口座） 

 滋賀銀行 びわ湖ローズタウン出張所 普通預金 273010 

［名義］特別養護老人ホーム榛原の里 利用者負担金  出納員  古川 久詞 

エ．お支払いの確認をしましたら、領収証をお渡ししますので、必ず保管されますようお願

いします。（医療費控除の還付請求の際に必要となることがあります。） 

（４）利用の中止、変更、追加 

○利用予定日の前に、ご利用者の都合により、通所介護サービスの利用を中止、変更すること

ができます。この場合には、ご利用者の急病による入院等、緊急でやむを得ない場合を除き、

事前に事業者に申し出てください。又、追加については、担当居宅介護支援専門員へご相

談ください。 

○サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により利用者の希望する期

間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を利用者に提示して協議します。 

○ 

６. 衛生管理等  

（１）通所介護事業所に供する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な 

管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じます。  

（２）通所介護事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講じます。  

（３）食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助言、 

指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 
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７．事故発生時等の対応について 

（１）事故発生時の対応について 

サービスの提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族、当該利用者に係る居

宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ、その記録を作成し保管します。 

また、利用者に対する指定通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損

害賠償を速やかに行います。 

なお、事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名  損害保険ジャパン株式会社 

保険名      しせつの損害補償 

補償の概要  身体賠償、財物賠償、受託管理賠償、人格権侵害、身体・財物の損壊を伴 

わない経済的損失、徘徊時賠償、事故対応特別費費用、被害者対応費用 

 

（２）非常災害対策 

 非常災害に備えて、消防計画、風水害、地震等に対処する計画を作成し、防火管理者または火

気・消防等についての責任者を定め、年２回定期的に避難、救出その他必要な訓練を行ないま

す。また、非常災害時の発生の際に、その事業を継続することができるよう、他の社会福祉施設

と連携し、協力することができる体制の構築に努めます。 

（３）人権擁護、虐待等の防止について 

 事業者は、利用者の人権擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備

を行なうとともに、その従事者に対し、研修機会を確保します。 

① 虐待防止に関する責任者を選定します。 

② 成年後見人制度の利用を支援します。 

③ 苦情解決体制を整備します。 

④ 事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施します。 

⑤ 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、

従業者に周知徹底を図ります。 
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（４）暴力団員による不当な行為の防止等について 

 指定通所介護事業を運営する法人の役員、管理者及びその他従業員は、暴力団員（暴力団員

による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力

団員をいう。）ではありません。また、指定通所介護事業の運営について、暴力団員の支配を受

けません。 

（５）業務継続に向けた取り組みについて 

①感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問介護の提供を継続的に実

施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策

定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

②従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実

施します。 

③定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

（６）サービス利用に当たっての留意事項 

利用者は、通所介護サービスの利用にあたっては、医師の診断や日常生活上の留意事項、利

用当日の健康状態等を事業に従事する職員に連絡し、心身の状況に応じた利用を心がけるとと

もに、職員の指示に従い、利用者の遵守すべき事項に留意してください。 

（７）個人情報保護について 

 事業所は、事業団個人情報保護規定に基づき、保有する利用者又はその家族に関する個人情

報を適正に取扱います。 

（８）異常気象時の対応について 

午前 7 時の段階で滋賀県南部に暴風を伴う警報や特別警報が発表された場合、デイサービスは

お休みとなります。また、利用中に暴風を伴う警報や特別警報が発表された場合や、危険と判断さ

れた場合は中止の判断となる場合があります。いずれにしても事業所よりご利用者又はご家族に

連絡させて頂きます。 
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８．相談・苦情の受付について 

（１）当事業所における相談・苦情の受付 

当事業所におけるご相談や苦情は以下の専用窓口で受け付けます。 

 ○相談・苦情受付窓口（担当者等） 

    ［所長］    高阪 一男 

    ［受付担当者］ 柴原 哲生 

    ○受付時間  毎週月曜日～金曜日 

           8：25～17：10 

    〇連絡先   077-573-9902 

また、苦情受付ボックスを事業所窓口に設置しています。 

（２）行政機関その他相談・苦情受付機関 

大津市健康保険部 

介護保険課 

所在地   大津市御陵町 3番 1号 

電話番号  077－528－2753 

受付時間  月～金曜日 9：00～17：00 

滋賀県国民健康保険団体

連合会 

所在地   大津市中央四丁目 5番 9号 

電話番号  077－510－6605 

受付時間  月～金曜日 9：00～17：00 

滋賀県社会福祉協議会 

（運営適正化委員会） 

所在地   草津市笠山七丁目 8－138 

電話番号  077－567－4107 

受付時間  月～金曜日 9：00～17：00 
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令和  年  月  日 

 

当事業所の指定通所介護サービスについて、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

〈事業者〉 

名 称  社会福祉法人 大津市社会福祉事業団 

代表者   理事長 西 村 和 利 

 

（説明者） 

所 属   榛原の里デイサービスセンター      

 

氏 名                       

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受けました。 

 

〈利用者〉 

 住 所                                 

 

 氏 名                                 

 

利用者に代わって事業所から重要事項についての説明を受け、同意しました。 

（代理人） 

 住 所                                 

 

 氏 名                                 

 

 

 

※ この重要事項説明書は、大津市条例第 15 号（平成 25 年 3 月 22 日）第 113 条の規定に基づき、利

用申込者又はその家族への重要事項説明のために作成したものです。 


